
1



目 次 
 

 

１ とぴっくす            ··············· ３ 

 

 

２ ９月定例議会日程（案）      ··············· ５ 

 

 

３ 提出案件一覧           ··············· ６ 

 

 

４ 条例案件等            ··············· ９ 

 

 

５ 令和７年度９月補正予算について  ···············３０ 

 

 

６ 令和７年１１月末までの主な行催事  ·············４０ 

 

2



3



4



曜日 開議時刻 摘　　　　　要

第 １ 日 ９． １ 月 午前１０時

○再　　開　　　○会議録署名議員の指名
○議会期間の決定　○諸般の報告
〇議員派遣　　　　○議案上程説明
〇請願の委員会付託

第 ２ 日 ２ 火 ○精　　読

第 ３ 日 ３ 水 ○精　　読

第 ４ 日 ４ 木 ○精　　読

第 ５ 日 ５ 金 午前１０時 ○一般質問

第 ６ 日 ６ 土 ○休　　会

第 ７ 日 ７ 日 ○休　　会

第 ８ 日 ８ 月 午前１０時 ○一般質問

第 ９ 日 ９ 火 午前１０時 ○一般質問

第 １０ 日 １０ 水 午前１０時 ○一般質問

第 １１ 日 １１ 木 午前１０時 ○議案質疑

第 １２ 日 １２ 金 午前１０時 ○議案質疑　　○委員会付託

第 １３ 日 １３ 土 ○休　　会

第 １４ 日 １４ 日 ○休　　会

第 １５ 日 １５ 月 ○休　　会

第 １６ 日 １６ 火 ○全員協議会

第 １７ 日 １７ 水 ○部門委員会

第 １８ 日 １８ 木 ○部門委員会

第 １９ 日 １９ 金 ○部門委員会

第 ２０ 日 ２０ 土 ○休　　会

第 ２１ 日 ２１ 日 ○休　　会

第 ２２ 日 ２２ 月 ○休　　会

第 ２３ 日 ２３ 火 ○休　　会

第 ２４ 日 ２４ 水 午前１０時
○委員長報告
○同報告に対する質疑
○討　　論　　○採　　決

日　次 月　日
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区 分 件 数 

１ 条  例 
９ 

（制定１、全部改正１、一部改正７） 

２ 単  行 ２ 

３ 人  事 ２ 

４ 補正予算 
８ 

（一般会計１、特別会計５、企業会計２） 

５ 決  算 
３ 

（一般会計・特別会計１、企業会計２） 

６ 報  告 １ 

計 ２５ 

 

6



 

 

令和７年９月定例議会 提出議案一覧表 

 

令和７年９月１日  

 

第５４号議案  犬山市子ども屋内遊戯施設の設置及び管理に関する条例の制定

について 

第５５号議案  犬山市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部改正につい

て 

第５６号議案  犬山市職員の育児休業等に関する条例の一部改正について 

第５７号議案  犬山市旅費支給条例の全部改正について 

第５８号議案  犬山市手数料条例の一部改正について 

第５９号議案  犬山城入場登閣料等徴収条例の一部改正について 

第６０号議案  犬山市子どものための教育・保育給付に係る利用者負担に関す

る条例の一部改正について 

第６１号議案  犬山市都市公園条例の一部改正について 

第６２号議案  犬山市下水道条例及び犬山市農業集落排水処理施設の設置及び

管理に関する条例の一部改正について 

第６３号議案  財産の取得について（消防ポンプ自動車） 

第６４号議案  犬山市子ども屋内遊戯施設に係る指定管理者の指定について 

第６５号議案  犬山市教育委員会委員の任命について 

第６６号議案  犬山市公平委員会委員の選任について 

第６７号議案  令和７年度犬山市一般会計補正予算（第４号） 

第６８号議案  令和７年度犬山市国民健康保険特別会計補正予算（第２号） 

第６９号議案  令和７年度犬山市犬山城費特別会計補正予算（第１号） 

第７０号議案  令和７年度犬山市木曽川うかい事業費特別会計補正予算（第１

号） 

第７１号議案  令和７年度犬山市介護保険特別会計補正予算（第１号） 

第７２号議案  令和７年度犬山市後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号） 

7



 

 

第７３号議案  令和７年度犬山市水道事業会計補正予算（第１号） 

第７４号議案  令和７年度犬山市下水道事業会計補正予算（第１号） 

第７５号議案  令和６年度犬山市一般会計及び特別会計の決算の認定について 

第７６号議案  令和６年度犬山市水道事業会計の決算の認定について 

第７７号議案  令和６年度犬山市下水道事業会計未処分利益剰余金の処分及び

決算の認定について 

報告第 ７ 号  令和６年度犬山まちづくり株式会社決算等について 
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健康福祉部 子ども未来課 

《一部改正》 

○ 犬山市子ども屋内遊戯施設の設置及び管理に関する条例の制定について 

  （第５４号議案） 

 

【趣旨】 

  子どもの遊びの拠点として犬山市子ども屋内遊戯施設（屋内型キッズスペース）

を整備するにあたり、当該施設の設置及び管理について必要な事項を定める。 

 ※ ヨシヅヤ犬山店２階の一部を借り上げ、整備工事を行い、子どもを対象とした

屋内遊戯施設として活用する。 

 

【概要】 

名称 犬山市子ども屋内遊戯施設 

（愛称を市内小学校に通う児童から募集中） 

所在地 犬山市天神町一丁目１番地 

ヨシヅヤ犬山店２階 

利用時間 午前１０時から午後５時まで 

休業日 なし 

※ヨシヅヤ犬山店が店舗休業となった場合は臨時休業 

施設 子ども広場（遊び場、授乳室、トイレ等） 

相談室 

使用料 

（子ども

広場） 

市民   １日３００円（特定日にあっては５００円） 

市民以外 １日６００円（特定日にあっては１，０００円） 

※３歳未満の児童は無料 

※障害者は半額、障害者の介助者１人は無料 

面積 １，５００㎡（子ども広場は約１，０００㎡） 

その他 利用時間内であれば、出入り自由 

飲食可 

保護者又は付添人１名に対し、小学生以下の児童４名まで入

場可能（児童のみでの利用は不可） 

保護者又は付添人の交代可 

入場者数の上限は、あらかじめ市長が定める。 

（児童１００人程度を予定） 

 ※ 特定日は、子ども広場の利用の増加が見込まれる日をあらかじめ市長が定め 

る。（土日祝や学校の長期休業期間等を予定）     （次ページにつづく） 
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【事業スケジュール】 

  令和７年９月中旬       ：基本設計完了 

  令和７年１０月末       ：実施設計完了 

  令和７年１１月～令和８年２月 ：整備工事 

  令和８年１月中        ：愛称決定 

  令和８年４月         ：供用開始 

 

【その他】 

  ・ヨシヅヤ犬山店２階の借用期間は、令和１８年３月３１日まで 

  ・相談室では、子育てに関する相談を実施 

 

【施行日】 

  公布の日から起算して１年を超えない範囲内において規則で定める日 
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経営部 総務課 

《一部改正》 

○ 犬山市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部改正について 

  （第５５号議案） 

 

【趣旨】 

  国の法律（※）の改正に伴い、条例の一部を改正するもの。 

  ※ 育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律

（平成３年法律第７６号） 

 

【内容】 

  令和６年８月８日に人事院が行った「公務員人事管理に関する報告」において、

上記法律の改正内容を踏まえ、仕事と生活の両立支援制度（育児休業、部分休業、

介護休業など）を拡充することが示されたことから、妊娠・出生時又は育児期にあ

る職員への両立支援制度の周知及び意向確認とその意向への配慮を任命権者に義務

付ける。 

《周知、意向確認等の時期》 

 妊娠・出生時及び育児期（子が１歳１１か月に達する日の翌々日から２歳１１か

月に達する日の翌日までの１年間） 

《意向確認》 

 子や家庭の状況により、仕事と生活の両立が困難となる状況の改善に資する事項

（勤務時間帯、業務量等）に関する意向を確認する。 

《意向への配慮》 

個別に聴取した意向について、各所属の状況に応じ、その意向に配慮しなければ

ならない。 

 

【効果】 

  今回の改正による意向確認等の義務化以前にも両立支援制度の周知を行い、利用

相談があった職員については意向確認を行ってきた。今回の改正により、本人から

の利用相談に関わらず、妊娠・出生時又は育児期にある職員に対しその意向を聞き

取り、個別に配慮を行うことで、当該職員が子の年齢や家庭の状況に応じた柔軟な

働き方を選択できるようにし、育児休業や部分休業の取得率の増加が期待できる。 

 

【施行日】 

  令和７年１０月１日（育児期にある職員に対する両立支援制度の周知及び意向確

認については、同日前においても実施可能） 
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経営部 総務課 

《一部改正》 

○ 犬山市職員の育児休業等に関する条例の一部改正について（第５６号議案） 

 

【趣旨】 

  国の法律（※）の改正等に伴い、条例の一部を改正するもの。 

  ※ 地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第１１０号） 

 

【内容】 

  現行の部分休業は、「１日につき正規の勤務時間の始め又は終わりの時間に２時

間を超えない範囲内（３０分単位）」において取得が可能であるが、新たに「１年

につき１０日（７７時間３０分）の範囲内（１時間単位）」で取得できる方式を追

加し、職員が部分休業を請求する際にそのいずれかの方式を選択できるようにする

（配偶者の入院など特段の家庭の事情がある場合には取得方式の変更も可能）。 

  併せて、現行の部分休業の取得可能な時間帯について、正規の勤務時間の始め又

は終わりの時間に限らず、任意の時間において取得を可能とする。 

  ※ 会計年度任用職員については、１年につき当該会計年度任用職員の通常の勤

務時間の１０日相当の時間の範囲内 

  ※ 令和８年３月３１日までの間においては、正規職員、会計年度任用職員とも

に上記の取得可能時間を２分の１とする経過措置あり 

 

【効果】 

  子の体調不良により付き添いが必要となる場合や、保育園等の行事に参加する場

合などに部分休業を取得することができるようになり、職員の働き方の選択肢が増

える。 

 

【施行日】 

  令和７年１０月１日 
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経営部 総務課 

《全部改正》 

○ 犬山市旅費支給条例の全部改正について（第５７号議案） 

 

【趣旨】 

  国の法律（※）の改正に準じ、条例の全部を改正するもの。 

  ※ 国家公務員等の旅費に関する法律（昭和２５年法律第１１４号） 

 

【主な変更内容】 

 ①宿泊費の上限額 

  改正前 定額：11,000円（政令指定都市は、13,200円） 

   ↓ 

  改正後 宿泊先都道府県ごとに設定：8,000円 ～ 19,000円 

                   （市長等は、11,000円 ～ 27,000円） 

      （例）東京都：19,000円（市長等は、27,000円） 

         大阪府：13,000円（市長等は、18,000円） 

 

 ②宿泊手当（現行の日当）の額及び支給要件 

  改正前 用務地までの距離に応じ、１日当たり2,000円又は1,000円を支給（名 

   ↓  古屋市や岐阜市などの近隣市町においては支給なし） 

  改正後 用務地までの距離にかかわらず、宿泊した場合に限り１夜当たり2,400

円を支給 

 

 ③鉄道賃における特別急行料金等の支給対象の拡大 

  改正前 特別急行列車は片道 100㎞以上、普通急行列車は片道 50㎞以上、新幹 

   ↓  線は片道 100㎞以上の場合に特別急行料金等の支給が可能 

  改正後 特別急行料金等の利用に係る距離制限を廃止 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（次ページにつづく） 
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【その他の変更内容】 

 各旅費種目に係る変更等の内容は次のとおり 

旅費種目の名称 定額/実費 旅費種目の内容 備考 

その他の交通費 実費 乗合バス等を利用する移動に要する

費用 

車賃を廃止し、実

費支給方式に変更 

包括宿泊費 実費 パック旅行（移動及び宿泊が一体と

なったもの）に要する費用 

新設 

転居費 実費 赴任に伴う転居に要する費用 新設 

着後滞在費 実費＋定額 赴任に伴う転居に必要な滞在に要す

る費用 

新設 

家族移転費 実費＋定額 赴任に伴う家族の移転に要する費用 新設 

渡航雑費 実費 外国旅行に要する雑費（準備経費）

に要する費用 

新設 

死亡手当 定額 職員の外国における死亡に伴う諸雑

費に要する費用 

新設 

 

【施行日】 

  令和８年４月１日 
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市民部 市民課 

市民部 税務課 

《一部改正》 

○ 犬山市手数料条例の一部改正について（第５８号議案） 

 

《市民課所管関係》 

【趣旨】 

  コンビニエンスストア等に設置している多機能端末機を利用した住民票の写し及

び印鑑登録証明書の交付（以下「コンビニ交付」という。）に係る手数料の額を改

定するため、条例の一部を改正するもの。 

 

【内容】 

  コンビニ交付に係る手数料の額を次のとおり改定する。 

 改定前 １通２００円（市役所や各出張所における窓口交付と同額） 

  ↓ 

 改定後 １通１００円 

     ※ 特例措置として、令和７年１２月１日から令和８年４月３０日までの

期間に限り、１通１０円とする。 

  コンビニ交付を利用するにはマイナンバーカードが必要である。 

 

【目的】 

  「行かなくてもよい市役所」の施策推進のため、市役所や各出張所における窓口

交付よりも安価な手数料を設定することで、窓口交付からコンビニ交付の利用へと

誘導する。 

  また、特例的に「１通１０円」という期間を設けることでコンビニ交付に対する

認知度を高め、その利用促進を図る。 

 

【コンビニ交付の利用時間】 

  土日、祝日を含む毎日午前６時３０分から午後１１時まで 

 

【予算措置】 

  コンビニ交付の利用数増加を見込み、次の補正予算を計上する。 

  〈歳入〉 １４款２項１目 戸籍住民基本台帳等手数料 △1,577千円 

  〈歳出〉  ２款３項１目 戸籍住民基本台帳費      832千円 

 

 

（次ページにつづく） 
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【その他】 

  コンビニ交付の手数料を窓口交付の手数料よりも減額している市町は他にもあ

り、近隣市町では一宮市、小牧市、稲沢市、扶桑町が採用している。 

 

【施行日】 

  令和７年１２月１日 

 

（次ページにつづく） 
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《税務課所管関係》 

【趣旨】 

  資産に関する証明書の交付等に係る手数料の算定単位を変更するため、条例の一

部を改正するもの。 

 

【内容】 

  固定資産課税台帳に記載されている事項についての証明書等の交付及び閲覧に係

る手数料の算定単位の一部を次のとおり変更する。 

 ・証明書の交付 

  改正前 証明書の用紙１枚を１件 

   ↓ 

  改正後 １納税義務者をもって１件 

 ・閲覧 

  改正前 課税台帳１冊を１件 

   ↓ 

  改正後 １納税義務者をもって１件 

 

【理由】 

  固定資産課税台帳に係る証明書等の発行に使用しているシステムの更新により、

令和８年１月から証明書等の様式が変更となり、資産の一覧が確認できる資産証明

や名寄帳については、証明書１枚における証明可能な表記件数が最大１７件から最

大４件と大きく減少する。 

  このため、同じ資産であっても、システム更新後では現状よりも多数の証明書の

交付が必要となるため、納税義務者の負担増とならないよう改正を行う。 

※資産証明及び名寄帳の１枚の表記件数 

現行：土地１１件と家屋６件  →  システム更新後：土地家屋計４件 

 

【システム更新後の手数料収入見込額（現行比）】 

  改正前の算定単位により手数料を徴収した場合  年間 約７６，０００円の増 

  改正後の算定単位により手数料を徴収した場合  年間 約２４，０００円の減 

  ※いずれも令和６年度交付実績より試算 

 

【その他】 

  「１納税義務者」という算定単位は他自治体においても採用例が多く、近隣市町

では小牧市、江南市、岩倉市、大口町及び扶桑町が採用している。 

 

【施行日】 

  令和８年１月１日 
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教育部 歴史まちづくり課 

《一部改正》 

○ 犬山城入場登閣料等徴収条例の一部改正について（第５９号議案） 

 

【趣旨】 

  犬山城の入場登閣料の改定等のため、条例の一部を改正するもの。 

 

【入場登閣料】 

区分 改定前 改定後 

一般 ５５０円 １，０００円 

小中学生 １１０円 ２００円 

  ※ 団体での利用の場合は、それぞれ３０人以上で１割引、１００人以上で２割

引、３００人以上で３割引の料金となる。 

 

【理由】 

  「史跡犬山城跡整備基本計画」及び「犬山城防災対策計画（現在作成中）」に基

づき計画的かつ着実に整備と防災力の強化を行うことで、犬山城の価値を守り、顕

在化し、更なる魅力向上を図るため、これに必要な財源に充てるべく入場登閣料を

増額する。入場登閣料の設定に当たっては、犬山城管理委員会での審議を経てい

る。 

 

【今後予定している主な事業（令和７年度から令和１８年度まで）】 

 ・史跡整備事業 

  大手門枡形跡整備、大手道調査及び再整備、石垣調査及び保護対策、解説看板整

備、特別公開ルート整備 

 ・天守保存活用事業 

  防災対策工事、高欄修理工事、照明施設更新、天守内展示 

 

【犬山城入場者数の推移】 

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

620,116人 540,458人 255,429人 298,707人 496,176人 604,619人 660,995人 

 

【その他】 

  字句の修正等所要の改正を併せて行う。 

 

【施行日】 

  令和８年３月１日 
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健康福祉部 子ども未来課 

《一部改正》 

○ 犬山市子どものための教育・保育給付に係る利用者負担に関する条例の一部改正

について（第６０号議案） 

 

【趣旨】 

  第２子に係る利用者負担の減額の対象範囲を拡大するため、条例の一部を改正す

るもの。 

 

【内容】 

  満３歳未満の第２子に係る利用者負担額（保育料）の減額対象を次のとおり変更

する。 

区分 改正前 改正後 

・市町村民税所得割額非課税世帯 

・市町村民税所得割額57,700円未満の世帯 
半額 無料 

市町村民税所得割額57,700円

以上97,000円未満の世帯 

第２子同時入園（※） 半額 無料 

第２子同時入園以外 減額なし 無料 

市町村民税所得割額97,000円以上301,000円未満の世帯 減額なし 半額 

 ※ 同一世帯において保育所、幼稚園等を利用する子が２人以上いる世帯をいう。 

 

【経緯】 

  愛知県が保育料の無償化等を進めるため市町村を対象とした補助制度の拡充を令

和７年１０月から開始することを受け、本市においても当該補助制度を活用し、第

２子のいる世帯の保育料負担の軽減を図る（県補助制度の補助率は２分の１）。 

 

【予算措置】 

  県補助制度を活用した保育料の減額に伴い、次の補正予算を計上する。 

  〈歳入〉 １３款１項１目２節 児童福祉費負担金   △2,541千円 

        保育園運営費保護者負担金（保育料）  △2,541,300円 

       １６款１項２目３節 児童福祉費県補助金    1,270千円 

        保育料無料化事業費県補助金         1,270,650円 

 

 

 

 

（次ページにつづく） 
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【その他】 

 ・国の政策として令和元年１０月から実施される「幼児教育・保育の無償化」によ

り、３歳以上の子及び市町村民税非課税世帯の満３歳未満の子の保育料について

は、無料である。 

 ・満３歳未満の第３子以降の保育料については、令和７年１０月以降も従前どおり

無料である。 

 

【施行日】 

  令和７年１０月１日 
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教育部 スポーツ交流課 

《一部改正》 

○ 犬山市都市公園条例の一部改正について（第６１号議案） 

 

【趣旨】 

  羽黒中央公園多目的スポーツ広場の使用料の額の改定等のため、条例の一部を改

正するもの。 

 

【内容】 

 ①使用料の改定 

   次回の改修工事に係る経費に充てるため、多目的スポーツ広場の使用料を増額

する。 

   また、市民優遇措置として、市外の者が利用する場合の使用料を１．２倍の料

金とする。 

  多目的スポーツ広場使用料（２時間当たり） 

区分 改定前 改定後 

全面（更衣室２室を含む。） 4,820円 9,070円 

半面（更衣室１室を含む。） 2,410円 4,540円 

 

 ②減免規定の整理 

   多目的スポーツ広場、体育館などの有料公園施設に係る使用料の減免規定を、

より実態に即した表記へと改正する。 

  使用料を減免できる場合 

区分 改正前 改正後 

都市公園 国・地方公共団体等や公共的

団体が、都市公園を公用・公

共用や公益事業のため使用す

る場合 

同左 

有料公園

施設 

国・地方公共団体等や公共的団

体が、有料公園施設を利用する

場合で、使用料の減免が公益上

必要と市長が認めるとき 

 

【施行日】 

 ①令和７年１２月１日 

  ※人工芝張替工事後の多目的スポーツ広場の供用開始日と同日 

 ②公布の日 
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都市整備部 下水道課 

《一部改正》 

○ 犬山市下水道条例及び犬山市農業集落排水処理施設の設置及び管理に関する条例

の一部改正について（第６２号議案） 

 

【趣旨】 

  公共下水道及び農業集落排水処理施設の使用料の額を改定するため、条例の一部

を改正するもの。 

 

【内容】 

  公共下水道に係る経費回収率が１００％となるよう使用料の額を令和８年度と令

和１１年度の２回に分けて段階的に引き上げる。 

  また、農業集落排水処理施設の使用料についても、公共下水道の使用料の額に準

拠し、同額となるよう改定する。 

〈経費回収率〉 

  汚水処理に要した費用（＝使用料で回収すべき費用）をどの程度使用料収入で賄え

ているかを表した指標で、本市の公共下水道に係る経費回収率は、令和４年度決算値

で６７.８％である（県内平均は７８.６％）。 

  地方公営企業法に基づく独立採算の原則により、本来は１００％以上とすべきもの

である。 

 

【使用料の引き上げ率（現行比）】 

  令和８年４月１日：全体で２５％ 

  令和１１年４月１日：全体で２５％（累計５０％） 

 

【経緯】 

  令和２年度に策定した「犬山市下水道事業経営戦略」に基づく定期的な経営状況

の検証のため、令和５年度から令和６年度にかけて「犬山市下水道事業経営戦略改

定審議会」を開催し、中長期の収支計画の見直しに伴う使用料の改定を含む、経営

戦略の見直しを行った。 

  その結果、経費回収率１００％を達成するために、まずは事業者として行うべき

経営努力を進めたとしても、今後の人口減少や節水機器の普及等により使用料収入

が減少していく見込みであるため、下水道使用者への急激な負担増への影響を考慮

した上で上記のとおり段階的な使用料の引き上げをすべきとの答申を受けた。 

 

 

（次ページにつづく） 
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【施行日】 

  第１回改定 令和８年４月１日 

  第２回改定 令和１１年４月１日 

 ※ 施行日前から継続して使用され、施行日をまたぐ使用がある場合は、施行日以

後最初の検針の日までは旧料金を適用。 
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消防本部 消防総務課 

《財産の取得》 

○ 財産の取得について（消防ポンプ自動車）（第６３号議案） 

 

【趣旨】 

 消防ポンプ自動車の老朽化に伴い更新購入するもの。令和７年６月９日付けで愛

知県から南海トラフ地震等対策事業費補助金の交付決定を受けた。 

  （補助金額：４，８９５，０００円、補助率：補助基準額の１／２） 

 

【内容】 

 犬山市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（昭和３

９年条例第２号）第３条に基づき、議会の議決を求めるものである。 

 〇 購入金額  金２２，３３０，０００円 

 〇 受 注 者 名古屋市東区矢田南一丁目２番８号 

         株式会社モリタ名古屋支店 

         支店長 土居 典生 

 〇 契約方法  指名競争入札 

 〇 執行年月日 令和７年６月１３日 

 〇 入札参加者 ６者 

 〇 納 期 令和８年３月１３日まで 

〇 主要諸元 

   駆動方式：２輪駆動   操舵装置：パワーステアリング式 

変 速 機：オートマチックトランスミッション   乗車定員：６名 

取付装備品：消防ポンプ、真空ポンプ、安全機能装置付ポンプ操作装置、 

２ツ折りはしご 

 〇 主な用途 

  消防団第１分団車両として配備し、火災時には装備した消防ポンプを使い、

防火水槽や消火栓より水を吸い上げ、前線で消火活動を行う消防車両へ送水す

ることにより、放水活動を継続させる。また、今回更新する消防ポンプ自動車

は、車両総重量３．５ｔ車のため、普通免許で運転することができる。 

 

（車両イメージ） 

 

 

 

 

（次ページにつづく） 
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執 行 年 月 日 令和7年6月13日(金) 午前9時32分 入 札 書 比 較 価 格 20,540,000円

執 行 場 所 予 定 価 格 22,594,000円

件 名

品 名 等

納 入 場 所

商 号 又 は 名 称 第 1 回 入 札 第 2 回 入 札 第 3 回 入 札 備 考

株式会社モリタ
　名古屋支店 20,300,000 落札

日本機械工業株式会社
　名古屋営業所 23,200,000

平和機械株式会社 23,950,000

小川ポンプ工業株式会社
　名古屋出張所 24,400,000

株式会社三陽商会 25,000,000

日本ドライケミカル株式会社
名古屋支店 辞退

指名競争入札執行調書

犬山市役所　　　経営改善課

消防ポンプ自動車（車両総重量３．５ｔ車）の購入について

消防ポンプ自動車

犬山市消防本部

※上記金額に１００分の１０に相当する額を加算した金額が法令上の申し込みに係る価格である。
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健康福祉部 子育て支援課 

《指定管理者の指定》 

○ 犬山市子ども屋内遊戯施設に係る指定管理者の指定について（第６４号議案） 

 

【趣旨】 

  犬山市子ども屋内遊戯施設に係る指定管理者を指定するにあたり、地方自治法

（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第６項の規定に基づき、議会の議決を

求めるもの。 

 

【内容】 

  公募型プロポーザル方式により事業を実施している、犬山市子ども屋内遊戯施設

について、管理運営を効率的、かつ、効果的に行うため、下記の者を指定管理者と

して指定するもの。 

 

 〇指定管理者となる法人 

  名 称 株式会社フレーベル館 

  所在地 東京都文京区本駒込六丁目１４番９号 

 

 〇指定の期間 

  令和８年４月１日から令和１３年３月３１日まで（５年間） 

 

 〇選定経過 

  (1) 第１回犬山市公の施設指定管理者選定審議会 

   日時 令和６年１２月２５日 

   議事 審議会の運営について 

      事業の概要について 

      募集要領（案）及び要求水準書（案）の審議 

  (2) 第２回犬山市公の施設指定管理者選定審議会 

   日時 令和７年３月３日 

   議事 提案者のプレゼンテーション審査 

      提案審査 

      審査項目（１６項目）について適否の審査を行い、各委員による総合評

価後、全体としての総合評価を行い、指定管理者の候補者を選定 

 

 

（次ページにつづく） 
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 〇選定概要 

 ■募集時点 

申請受付期間 令和７年１月６日から令和７年２月２１日まで 

指定期間 ５年間 

指定管理料（上限額） ２００，０００千円 

指定管理者の自主事業 可能 

評価、審査の基準 公表 

審議会委員の構成 公表 

 

 ■選定時点 

整備予定場所現地見学会 実施 

施設見学会参加数 ３ 

申請数 ２ 

指定管理者候補者 株式会社フレーベル館 

提案価格（上限額比） １９２，２９０千円（９６．１４５％） 

 

 〇主な事業提案 

  ・運動、体験・制作、セミナー・工作キットなどのイベント開催 

  ・表現活動サポート 

  ・あそびが広がる環境設定 

 

【その他】 

 ・指定管理者の指定の議決後、業務の詳細事項について協議を行い、協定を締結予

定 

 ・債務負担行為は、令和６年度一般会計補正予算（第６号）に計上済 

 ・指定管理委託料は、令和８年度一般会計予算に計上予定 

 

27



 

 

教育部 学校教育課 

《犬山市教育委員会委員》 

○ 犬山市教育委員会委員の任命について（第６５号議案） 

 

【趣旨】 

犬山市教育委員会委員「小倉 志保（おぐら しほ）」氏の任期満了（令和７年

９月２５日）に伴い、後任者を任命するに当たり、地方教育行政の組織及び運営に

関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第４条第２項の規定に基づき、議会の同

意を求めるもの。 

 

【後任者】 

氏  名  佐曽利 吏佐（さそり りさ） 

生年月日  ■ 

任  期  任命の日から４年間 
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経営部 総務課 

《公平委員会委員》 

○ 犬山市公平委員会委員の選任について（第６６号議案） 

 

【趣旨】 

 犬山市公平委員会委員「髙橋 美博（たかはし よしひろ）」氏の任期満了（令和

７年９月２７日）に伴い、後任者を選任するに当たり、地方公務員法（昭和２５年

法律第２６１号）第９条の２第２項の規定に基づき、議会の同意を求めるもの。 

 

【後任者】 

  氏  名  市川 裕子（いちかわ ゆうこ） 

  生年月日  ■ 

  任  期  任命の日から４年間 

 

【その他】 

 愛知県弁護士会推薦の弁護士 
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補正予算額

第４号

30,979,234 31,031,751 926,516 31,958,267

国 民 健 康 保 険
特 別 会 計

6,668,427 6,676,765 127,306 6,804,071

犬 山 城 費
特 別 会 計

324,802 324,802 97,808 422,610

木 曽 川 う か い
事業費特別会計

65,658 65,658 0 65,658

介 護 保 険
特 別 会 計

5,639,051 5,639,051 110,528 5,749,579

後期高齢者医療
特 別 会 計

1,844,182 1,844,182 11,690 1,855,872

小　計 14,542,120 14,550,458 347,332 14,897,790

水 道 事 業 会 計 1,810,198 1,810,198 △ 16 1,810,182

下水道事業会計 4,031,650 4,031,650 △ 1,723 4,029,927

小　計 5,841,848 5,841,848 △ 1,739 5,840,109

1,272,109 52,696,166

※ 水道事業会計及び下水道事業会計の予算額は、収益的収支の収入額と資本的収支の支出額の
　合計額です。

一 般 会 計

特
　
別
　
会
　
計

企
業
会
計

合　計 51,363,202 51,424,057

令和７年９月定例議会　会計別補正予算額一覧表

（単位：千円）

会計名 当初予算額
補正前の
予算額

補正後の
予算額
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◎ 一般会計補正予算（第４号）に計上した主な事業 

健康福祉部 子ども未来課 

《一般会計》 

○ 民間保育園運営委託（民間保育所運営） 

歳入：補正予算要求額   ９２，９８５千円  

歳出：補正予算要求額  １１１，２２８千円  

【補正理由】 

 現行の保育制度においては、市町村が自ら保育所を設置・運営するほか、民間の保

育所に委託して保育を提供することが可能である。本市における保育事業の委託で

は、白帝保育園及び犬山さくら保育園が認可保育所として保育事業を担っている。 

 委託にあたっては、国の公定価格を基に保育所運営に必要な費用を算定し、毎月、

運営委託料として各施設に支払っている。公定価格は人件費などの状況を踏まえて毎

年１２月から１月にかけて見直され、改定内容に基づき、その年度の４月まで遡って

精算を行っている。このため、当初予算における改定前の公定価格から算出された委

託料で、過不足が生じる場合は補正予算で対応してきたところである。 

 令和６年度改定の公定価格では、人件費の引き上げや加算の追加があり、令和７年

度に必要な委託料を再試算した結果、現行の歳出予算の大幅な不足が判明した。よっ

て、今議会において増額補正予算を計上するものである。 

 

【効果】 

民間保育所に対する財政支援ではあるが、実質的には公立保育園１２園及び私立保

育園２園のあわせて１４園で市内の保育を必要とする全ての児童の入園利用調整を市

が実施している。 

国の定める公定価格に基づき財政支援を民間保育所に対し実施することで、継続して

安定した保育運営に寄与することができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（次ページにつづく） 
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【要求額の積算内容】 

＜歳入＞ 

（国負担金）子どものための教育・保育給付交付金 

２号〔３歳児以上 私立〕 

  （補正後）７３，１６７，９２４円 * １/２ 

－）（補正前）４６，３１８，０２０円 * １/２ 

       １３，４２４，９５２円  ・・・（補正額）１３，４２５千円 

３号〔３歳児未満 私立〕 

  （補正後）２６４，８７２，０７６円*６０．９２%（国から示される想定負担率） 

－）（補正前）１７９，０２７，９９０円*５８．２３%（国から示される想定負担率） 

        ５７，１１２，０７０円  ・・・（補正額）５７，１１２千円 

 

（県負担金）施設型教育・保育給付費等負担金 

２号〔３歳児以上 私立〕 

  （補正後） ７３，１６７，９２４円 * １/４  

－）（補正前） ４６，３１８，０２０円 * １/４ 

         ６，７１２，４７６円  ・・・（補正額）６，７１２千円 

３号〔３歳児未満 私立〕 

  （補正後）２６４，８７２，０７６円*１９．７７%（国から示される想定負担率） 

－）（補正前）１７９，０２７，９９０円*２０．４６%（国から示される想定負担率） 

        １５，７３６，０８３円  ・・・（補正額）１５，７３６千円 

                        補正額計 ９２，９８５千円 

 

＜歳出＞ 

白帝保育園 

  （補正後） ２０８，６９２，６１２円 

－）（補正前） １４０，７１１，８８０円    

         ６７，９８０，７３２円  ・・・（補正額）６７，９８１千円 

犬山さくら保育園 

  （補正後） １７３，７１６，６９２円 

－）（補正前） １３０，４６９，５１０円    

         ４３，２４７，１８２円  ・・・（補正額）４３，２４７千円 

                        補正額計 １１１，２２８千円 
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健康福祉部 子ども未来課 

《一般会計》 

○ 民間保育所給食費軽減対策支援事業（民間保育所運営補助） 

 

歳入：補正予算要求額   ８９０千円  

歳出：補正予算要求額 １，３３５千円  
 

【補正理由】 

 国において、物価高騰の影響を受けた生活者や事業者を支援するため、重点支援地

方交付金の追加交付が決定された。愛知県においては、当該交付金を活用し、民間保

育所事業者への支援として、給食にかかる食材料費の助成が行われることとなった。 

 本事業は、愛知県が６月補正予算を上程・可決したことを受けて、本市においても

速やかに補正予算を編成し、対応するものである。 

（令和５年度、令和６年度も同様の目的で補助を実施） 

 

【内容】 

 市内在住の乳幼児が通う民間保育所給食の食材料費について、児童１人当たり１食

１００円を事業者に対し支援する。 

 

 

〇補助対象施設：民間保育所（市内２施設：白帝保育園・犬山さくら保育園） 

  ※私立幼稚園は県から直接補助されるため対象外 

 〇補助対象期間：令和７年７月から令和７年９月まで（３か月） 

 〇補助額   ：利用児童１人当り１食１００円 

※ 各施設 令和７年６月末日現在 在園児数 

   白帝保育園 １１５人・犬山さくら保育園 ５９人 

参考  

①令和５年度実施分 １食当り単価  

４月から９月（６か月分）  児童 1人当り 1食６０円 

１０月から３月（６か月分） 児童１人当り１食１００円 

    ②令和６年度実施分 １食当り単価 

     １０月から３月（６か月分） 児童１人当り１食１１０円 

 

 

                    （次ページにつづく） 
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【効果】 

 民間保育所事業者の経済的負担軽減を図ることができる。 

 

【要求額の積算内容】 

＜歳入＞ 

 民間保育所給食費軽減対策支援事業費県補助金（補助率２/３） ８９０千円 

 

＜歳出＞ 

 民間保育所給食費軽減対策支援事業補助金  １，３３５千円 

（１３，３５０食（７月～９月 総食数）×１００円/食） 
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教育部 学校教育課 

《一般会計》 

○ 城東中学校地質調査業務（城東中学校整備） 

歳出：補正予算要求額  １１，０２２千円  

 

【補正理由】 

現在、城東中学校改築工事等基本設計業務に着手し、校舎の配置計画の検討を進め

ている。校舎建替えにあたり、地質調査を実施する。 

令和８年度当初予算対応とする場合、実施設計が地質調査後着手となることから設

計工期を十分確保できないこと、また、基本設計の概算費用をより正確なものにする

ため、今回補正予算計上を行うものである。 

 なお、令和７年度当初予算編成時には基本設計業者が未決定であったため、校舎の

配置計画も未確定であり、ボーリング調査の必要箇所数がわかっていなかったことか

ら予算計上を行わず、校舎の配置計画決定後に予算計上を行うこととしていた。 

 

【内容】 

 城東中学校地質調査業務 

 機械ボーリング（４か所）、標準貫入試験、孔内水平載荷試験、室内土質試験 等 

 

【効果】 

 支持地盤の深度・強度を把握し、建替えに伴う基礎検討を行うことができる。 

 

【概略スケジュール】 

 令和７年度      城東中学校改築工事等基本設計業務（Ｒ７.５～Ｒ８.３） 

            城東中学校地質調査業務（Ｒ７.１０～Ｒ８.２） 

             令和７年１０月     入札・契約 

             令和７年１１月～１２月 地質調査（現地） 

             令和８年１月～２月   成果まとめ  

 令和８年度       実施設計 

 令和９年度～１２年度 城東中学校整備工事 

 

【要求額の積算内容】 

城東中学校地質調査業務   １１，０２２千円 
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教育部 文化推進課 

《一般会計》 

○ 市民文化会館大規模改修工事 

歳入：補正予算要求額 ２１７，７７６千円  

歳出：補正予算要求額 ２８６，６４１千円  

○ 南部公民館大規模改修工事 

歳入：補正予算要求額 １２５，６３４千円  

歳出：補正予算要求額 １６６，０５５千円  

 

【補正理由】 

  市民文化会館・南部公民館の老朽化に伴い、令和７年度から令和８年度にかけ

て休館を伴う改修工事を予定している。 

  令和５年度から６年度にかけて基本設計にて改修箇所やその工法について検討

を行い、その後、令和６年度から７年度にかけて実施設計を行っており、その完

了に伴い改修工事を実施するものである。 

 

【内容】 

＜改修工事における主な改修箇所＞ 

（安全確保）特定天井改修・舞台ロープ更新・電気設備一部更新など 

（利活用促進）トイレ改修・照明ＬＥＤ化・展示室クロス張替など 

 

【効果】 

  文化芸術に関する市民のニーズを踏まえ、施設の安全を確保し、利用者の満足

度を高めて利活用を図りながら文化の振興を進めていく。 

 

【概略スケジュール】 

令和７年１０月     一般競争入札 

令和７年１１月     仮契約 

令和７年１２月     議会承認後 本契約及び工事着手 

令和８年３月～６月   市民文化会館大ホール休館 

令和８年７月～９月   南部公民館講堂休館 

令和８年１０月     工事完了（予定） 

 

 

 

（次ページにつづく） 
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【要求額の積算内容】 

○ 市民文化会館 

＜歳入＞ 

社会資本整備総合交付金         ７，１７６千円 

市民文化会館大規模改修事業債    ２１０，６００千円 

       計          ２１７，７７６千円 

 

＜歳出＞ 

市民文化会館大規模改修工事監理委託料  ６，６７３千円 

市民文化会館大規模改修工事請負費  ２７９，９６８千円 

       計          ２８６，６４１千円 

 

○ 南部公民館 

＜歳入＞ 

社会資本整備総合交付金         ３，１３４千円 

南部公民館大規模改修事業債     １２２，５００千円 

       計          １２５，６３４千円 

 

＜歳出＞ 

南部公民館大規模改修工事監理委託料   ３，８００千円 

南部公民館大規模改修工事請負費   １６２，２５５千円 

       計          １６６，０５５千円 

 

 

【その他】 

・工事完了が令和８年度予定のため、本補正予算は繰越明許費として計上 
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都市整備部 整備課 

《一般会計》 

○ 橋梁長寿命化事業（橋梁長寿命化） 

歳入：補正予算要求額 １０，９５０千円  

歳出：補正予算要求額 １１，５６６千円  

 

【補正理由】 

 本事業は、犬山市が管理する道路橋について、道路法に基づく点検及び修繕工事

を、道路メンテナンス事業国庫補助金を活用し、事業費の平準化を図りながら計画的

に進めているが、令和７年度は、補助金額が当初予算で計上した額より増額となった

ため、令和８年度に実施予定であった伏屋４号橋の修繕工事を前倒しで行い、事業の

進捗を図るものである。 
 

【内容】 

 今回の補正予算は、伏屋４号橋（善師野二丁目地内）の橋梁長寿命化修繕工事に係

る経費である。 
 

【効果】 

 伏屋４号橋は、城東中学校の通学路上にある橋梁であり、橋梁修繕工事を実施する

ことで、生徒を含む利用者の安全性の確保を早期に図ることができる。 
 

【概略スケジュール】 

 令和７年１０月  橋梁長寿命化修繕工事契約 

令和７年１１月  橋梁長寿命化修繕工事着手 

令和８年３月   橋梁長寿命化修繕工事完了 
 

【要求額の積算内容】 

＜歳入＞ 

 道路メンテナンス事業費国庫補助金  ６，０５０千円 

 橋梁長寿命化事業債         ４，９００千円 

        計         １０，９５０千円 

 

＜歳出＞ 

 橋梁長寿命化工事請負費      １１，５６６千円 
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